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２.４ 地域振興 

 

■連携・交流に向けた基盤づくり 

1990 年代半ば、地域振興施策に関する基本的な方向性を示す 2 つの文書が公表された。ま

ず、1995 年には科学技術会議が「地域における科学技術活動の活性化に関する基本指針に

ついて」に対する答申（諮問第 22 号に対する答申）を策定した。また、1996 年に閣議決定

された「第 1 期科学技術基本計画」では、地域の科学技術活動の活性化を図るため、施設等

の基盤整備、産学連携・交流の促進、コーディネート活動の強化等を推進する方針が明示さ

れた。 

こうした地域の科学技術活動の推進に向けた気運の高まりから、地域の拠点へのコーディ

ネーターの派遣、拠点活動の支援の実施や地域の研究セクターの結集など、産学官の共同研

究体制の構築に向けた施策が講じられた。これらは「第 2 期科学技術基本計画」で打ち出さ

れたクラスター政策の足がかりとなっている。 

 

■クラスター・ネットワーク形成 

地域における科学技術振興に関する大型の政策として、2000 年初頭に打ち出された「クラ

スター形成」がある110。「第 2 期科学技術基本計画」から開始された本政策の背景には、文

部科学省が 2001 年に策定した「大学を起点とする日本経済活性化のための構造改革プラン」

の方針において都市・地域の再生が明言されたことがある。その結果、国主導のクラスター

政策のもと、各地域でそれぞれの特色に応じたクラスターが形成された。クラスター形成を

目的とした国の事業としては、文部科学省の「知的クラスター創成事業111」（2002 年～09

年）（「都市エリア産学官連携促進事業112」（2002 年～09 年）を含める）と、経済産業省の

「産業クラスター計画113」（2001 年～09 年）が代表的なものである。この両者の間では、知

的クラスターから生み出される研究成果を、産業クラスターで実用化・事業化するといった

連携が進められた。 

しかし、「第 3 期科学技術基本計画」中の 2009 年、内閣府に設置された行政刷新会議の「事

業仕分け114」により、この二つの事業は『必要性を認めていないわけではないが、国として

やる必要がないのではないか』という廃止判定115を受けた。この判定を受けて、これらの事

業は「地域イノベーションクラスタープログラム（イノベーションシステム整備事業）」（2010

                                                   
110「クラスター」とは、マイケル・ポーターの「競争戦略論」（1998 年）によれば、「ある特定分野に属し、相互に関連する

企業と機関からなる地理的に近接した集団」としている。国際競争力のある企業はこうしたクラスターの中に立地している
ものが多いとしている。 

111 地域の大学を知的創造の拠点としてベンチャー企業による技術革新のための集積をめざした。1 地域あたり約 5 億円/年、5

年間の補助。2002 年時点（第 I 期）では 18 地域（内 3 か所は試行地域）、2009 年時点（第 II 期）では 9 地域、グローバ
ル拠点 4 地域で実施した。 

112 ある程度の産学官連携事業実績をもつ地域において、分野特化を前提に共同研究を促進する。1 地域あたり約 1 億円/年、3

年間助成。知的クラスターより小規模な連携を想定していた。毎年度 10 地域程度を採択し、最終的には 59 地域を支援した。 
113 地域に集積する中堅・中小企業，大学の研究者が活発に交流し，水平の連携関係を構築することをめざしている。2001 年

から 5 年単位で第 1 期（立ち上げ期）、第 2 期（成長期）、第 3 期（自律的発展期）と発展させていく長期の目標レンジを

持つ。 
114 行政刷新会議の作業部会によって、2009 年 11 月、2010 年 4 月・5 月、2010 年 11 月の 3 回実施された。省庁及び独立行

政法人等が予定している事業について、事業目的の妥当性、必要性、手段の有効性、効率性、優先度等を検討し、廃止を含

む見直しや予算縮減を判定した。 
115 文部科学省科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会第 5 期第 2 回資料 1-2「行政刷新会議ＷＧ『事業仕分け』の結果の概

要」（2009 年 11 月 26 日） 
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年）として再構築され、2013 年度までに段階的に終了することとなった。また、経済産業省

の事業である「産業クラスター計画」についても、事業仕分けを受け、2010 年以降は直接的

な支援を終了した。 

 

■円滑な展開を図るための支援 

第 2、第 3 期の科学技術基本計画期間中には、地域施策の柱の一つとして地域における科

学技術施策の円滑な展開を図るための支援が実施された。その具体的な内容は、上記のクラ

スター形成の中核的拠点の整備とコーディネート活動である。2001 年、JST は研究開発ポ

テンシャルの高い地域に「研究成果活用プラザ」を設置し、これを活用した「地域イノベー

ション創出総合支援事業」（2005 年～13 年）に着手した116。このプラザは、研究成果から事

業化をスムーズに繋げるための研究支援を実施してきたが、2009 年の「事業仕分け」によっ

て廃止された（2011 年度終了）117。 

 

■総合的な地域イノベーション支援 

上述したように、2009 年の「事業仕分け」を受け、国主導で進めた地域振興施策であるク

ラスター事業は終了したが、2011 年から、これまでのクラスター形成活動を素地としつつ、

地域イノベーション創出に向けた支援を関係府省が行うこととなった。すなわち、文部科学

省、経済産業省、農林水産省及び総務省が共同で「地域イノベーション戦略推進地域」（2011

年～）を選定し、これらに対して研究段階から事業化に至るまで連続的な支援を展開するた

め、各省ごとに支援を実施している。具体的な支援メニューとして、文部科学省では「地域

イノベーション戦略支援プログラム」（2011 年～18 年）を新設した。また、経済産業省は、

これらの地域に対し、新たに地域のリソースを活用・結集させた支援「新産業集積創出基盤

構築支援事業」（2014 年）を実施している。この事業は産業クラスター計画関係者も活用で

きるものとした。 

 

■イノベーションシステムの構築 

「第 5 期科学技術基本計画」では、『地域に自律的・持続的なイノベーションシステムが構

築されることが重要である』とし、その上で、国は地域と協働し、地域の特性を生かしたイ

ノベーションシステムの駆動に向けて、地域内外の資源や専門家の間を適切につないでいく

人材の育成や地域への定着に注力することとしている118。 

これに対する文科省の具体的な取組として、『地域科学技術振興施策は、イノベーション実

現のためのきっかけ・仕組みづくりの量的拡大のフェーズから、具体的に地域の技術シーズ

等を生かし、地域からグローバル展開を前提とした社会的なインパクトの大きい事業化の成

功モデルを創出するフェーズへと転換が求められている119』との認識に基づき、「地域イノ

                                                   
116「研究成果活用プラザ」は「ハイテクプラザ」とも呼ばれ、2001 年から全国 8 ヶ所に設置された。プラザから遠い地域の

ために、さらに 2005 年から「サテライト」8 ヶ所が増設された。2007 年からそれぞれ JST イノベーションプラザ、JST

イノベーションサテライトに改名した。 
117 シーズ発掘試験、研究開発資源活用型、地域ニーズ即応型、地域卓越研究者戦略的結集プログラムは 2009 年度採択分をも

って公募を終了。育成研究は 2009 年度採択を中止。事業全体は 2010 年 4 月に研究成果最適展開支援事業（A-STEP）に事
業を再構築した上で 2011 年度に終了。（「JST 地域事業 15 年史」による） 

118 同基本計画の中において、これまでの取り組みについて『地域内に閉じがちで域外の資源の活用には限界があった、全国一

律で施策が展開されたことにより十分に地域性を引き出すに至らなかった、持続的に地域に根付かせる取組に欠けていた等
の状況にある。』と振り返っている。 

119 文部科学省地域イノベーション・エコシステム形成プログラム公募説明会説明資料（2016 年 3 月 22 日） 
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ベーション・エコシステム形成プログラム」（2016 年～）を実施し、地域の成長に貢献しよ

うとする地域大学等に事業プロデュースチームの創設を進めている。また、JST では、「世

界に誇る地域発研究開発・実証拠点（リサーチコンプレックス）推進プログラム」（2015 年

～）により、地域の将来ビジョンに基づき、国内外の異分野融合による最先端の研究開発、

成果の事業化、人材育成の一体的かつ統合的な展開に向けて、地方自治体、大学・研究機関、

企業が結集して拠点を形成することを支援している。 

一方で、2014 年、内閣に「まち・ひと・しごと創生本部」が置かれ、同年「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」が策定された。この戦略は、地域経済・雇用対策や少子化・人材対策

に関して、2015 年から 2019 年の政策目標や施策が示されており、その中で、地方大学等の

活性化が明記されている。そして、2018 年には、「地域における大学の振興及び若者の雇用

機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律」が制定され、地域の大学振興・

若者雇用創出を目指す「地方大学・地域産業創生事業120」（前出）が開始され、2018 年度は

富山県等 7 団体が交付対象として選定された。このような促進施策を進める一方で、東京 23

区内の大学定員を原則として 10 年間抑制することが政令121で規定された。 

また新しい動きとして、国連が提唱する「持続可能な開発目標（SDGs）122」を日本国内

の地方創生と結びつける議論が、行政、NGO・NPO、民間セクター等をまじえて 2016 年か

ら始まった。その結果、2018 年には日本の「SDGs モデル」を構築していくことを狙いとし

て、「SDGs 未来都市」の募集が始まった。その中から北海道下川町、神奈川県、北九州市は

じめ 29 自治体が選出され、その中で特に先導的な 10 自治体が自治体 SDGs モデル事業とし

て選定された。これは全世界にとっての検討課題である SDGs のテーマを、地域振興という

日本国内の課題の中に当てはめ、より身近で地域のニーズに沿った課題解決をめざすものと

いえる123。 

  

                                                   
120 正式には「地方大学・地域産業創生交付金制度」。2018 年度地方大学・地域産業創生交付金の交付対象事業として選定さ

れた 7 つの団体名と分野は次の通り。富山県（製薬）、岐阜県（航空宇宙）、島根県（鉄鋼）、広島県（輸送用機械器具）、

徳島県（光関連産業）、高知県（農業）、北九州市（産業用ロボット）。（→2.2 人材育成の章を参照） 
121「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律第五条第三項の特定地

域を定める政令」（2018 年 6 月 1 日施行） 
122 2015 年、国連は先進国と開発途上国が共に取り組むべき 17 の開発目標（あらゆる場所のあらゆる形態の貧困の撲滅など）

からなる SDGs（Sustainable Development Goals）を採択した。これを受けて、日本でも「持続可能な開発目標（SDGs）
推進本部」が設置された。（「10.科学技術と社会」を参照） 

123 たとえば北海道下川町は林業の川上から川下までのシームレス産業化、中心市街地最適居住空間計画、森林バイオマス利  用
拡大による脱炭素社会構築などの事業について、SDGs パートナーシップセンターを構築し、経済・社会・環境の各側面に
おける相乗効果を発揮しながら推進する。 
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（地域振興） （地域振興）  

 

 

 

＜１左＞ 

 

諮問第 22 号「地域における科学技術活動の活性化に関する基本指針について」に対

する答申 

大学を起点とする日本経済活性化のための構造改革プラン 
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＜１右＞ 

 

地域研究開発促進拠点支援事業 

地域結集型共同研究事業 

地域新生コンソーシアム研究開発制度 

新規産業創造技術開発費補助事業 

研究成果活用プラザ 

産業クラスター計画 
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＜２左＞ 

 

地域再生本部 

地域再生推進のための基本指針 

地域再生本部（新） 

地域の知の拠点再生プログラム 
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＜２右＞ 

   

知的クラスター創成事業  

都市エリア産学官連携促進事業 

地域情報通信技術振興型研究開発  （H19 年改名：地域 ICT 振興型研究開発） 

地域イノベーション創出総合支援事業 

産学官連携活動高度化促進事業 

知的クラスター創成事業（第 II 期）  

世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI)  

地域イノベーション協創プログラム 

   

 

  



研究開発の俯瞰報告書 

日本の科学技術イノベーション政策の変遷 

 

CRDS-FY2018-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

78 

 

＜３左＞   

   

科学技術による地域活性化戦略 
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＜３右＞   

   

地域卓越研究者戦略的結集プログラム（J-RISE）  

地域産学官共同研究拠点整備事業  

知的クラスター創成事業（グローバル拠点育成型） 

地域イノベーションクラスタープログラム（イノベーションシステム整備事業） 

中小企業等の次世代の先端技術人材の育成・雇用支援事業  

最先端・次世代研究開発支援プログラム(NEXT) 

地域イノベーション戦略推進地域の選定 

地域イノベーション戦略支援プログラム 

地域資源等を活用した産学連携による国際科学イノベーション拠点整備事業 

地方産業競争力協議会 

地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事業） 

新産業集積創出基盤構築支援事業 

地域オープンイノベーション促進事業 

知の集積による産学連携推進事業 
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＜４左＞ 
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＜４右＞ 

 

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）  

世界に誇る地域発研究開発・実証拠点（リサーチコンプレックス）推進プログラム  

地域イノベーション・エコシステム形成プログラム   

地域科学技術実証拠点整備事業 

専修学校による地域産業中核的人材養成事業 

地方創生インターンシップ事業   

地方と東京圏の大学生対流促進事業   

地方大学・地域産業創生交付金 

SDGs 未来都市、自治体 SDGs モデル 

"   

XXXXX    
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２.５ 知的財産・標準化 

 

■知的財産に関する枠組み 

1980 年代のアメリカのプロパテント政策の動きを受けて、世界的に知的財産権に関する国

際的枠組みの整備が重要課題として認識され、1995 年には世界貿易機関（WTO）の設立と

同時に「TRIPS 協定124」が結ばれた。我が国では、1996 年に策定された「第 1 期科学技術

基本計画」において知的財産権の保護強化とその国際的調和の推進等の必要性が指摘され、

1998 年に「大学等技術移転促進法（TLO 法）125」、1999 年に「産業活力再生特別措置法（日

本版バイ・ドール条項）126」が制定された127。具体的な取組は、流通アドバイザーによる特

許を活用した技術移転支援事業や TLO の新設、パソコンによる特許の電子出願の導入など

である。しかし、知的財産政策の強化に向けた動きが本格化するのは 21 世紀に入ってから

である。 

 

■知的財産に関する体制整備 

2002 年、知的財産政策の強化に向け、内閣総理大臣や関係閣僚、有識者からなる「知的財

産戦略会議」が内閣官房に設置され、知的財産政策の基本となる「知的財産戦略大綱」が策

定された。同大綱に知的財産に関わる制度等の改革を集中的・計画的に実施することが明記

されたことを受けて、同年に「知的財産基本法」が制定され、翌 2003 年に内閣官房に「知

的財産戦略本部」が設置された。同本部は、知的財産の創造・保護・活用及びそれらに関連

する人材育成を促進するための「知的財産推進計画」を 2003 年から毎年公表している128。 

また、「特許法」の改正により、2001 年 10 月から特許の審査請求期間がこれまでの 7 年

以内から 3 年以内に短縮された。審査請求期間の短縮により、発明の事業的な価値判断を行

う前に審査請求が必要になる場合が多くなり、審査請求件数が大幅に増加することが予想さ

れたため、特許庁では「任期付審査官」（2004 年～）の大量採用による特許審査期間の短縮

や「インターネットによる出願」（2005 年～）による手続きの簡便化等に取り組んだ。 

経済のグローバル化や、イノベーションのオープン化が進展する中にあって、日本企業が

世界中でビジネスを円滑に行うことができるよう、国際的な知財インフラを順次整備してい

く重要性が高まってきた。このため、特許庁は、最初に特許可能と判断された出願に基づい

                                                   
124 Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights. 「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定」 
125 正式には「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」。大学の技術や研究成果を民

間企業へ移転するための仲介役となる承認 TLO（経産省及び文科省承認）の活動を支援するもの。 
126 産業・企業の前向きな取組を支援するため措置された制度であり、国の認定により、税制、金融、会社法の特例等のメリッ

トを受けられる。この中に、国の委託研究によって生じた特許権等を受託者に帰属させる規定が盛り込まれた。2009 年に
改正され、「産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法」に名称変更。その後、2014 年「産業競争力強化法」

施行に伴い、廃止。日本版バイ・ドール規定は「産業競争力強化法」第 19 条に移管され、恒久化された。 
127 1990 年台以前には、一般的に共同研究の成果である特許は国有となり、通常、実施権を申請すれば誰にでも使用許諾して

いたため、特許を実施するインセンティブはほとんど働かなかった。このため特許権を研究者（教員）個人に帰属させて一

任していた。しかし特許の出願・維持費用が個人負担になる点、活用先の発掘が現実には困難な点等の問題があった。「TLO

法」、「日本版バイ・ドール法」によって、研究機関に権利が帰属して、知財活動ができるようになり、さらに 2000 年以
降の大学、公的研究機関の独立法人化を契機として、機関自らが知財管理によって独自収入を増やそうとする動きが活発に

なった。今や研究者個人よりも、研究機関が権利を保有するほうが知財活用上の利点が多いとされる。  
128 2003 年の知的財産推進計画では、研究者への多様なインセンティブ付与、TLO や日本版バイ・ドール制度の活用等が盛り

込まれた。さらに知的財産高等裁判所の創設も計画され、2005 年に実現した。 



研究開発の俯瞰報告書 

日本の科学技術イノベーション政策の変遷 

 

CRDS-FY2018-FR-06 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

84 

て、他国において早期に審査が受けられる制度である「特許審査ハイウェイ（PPH）129」を

35 か国・地域との間で実施している（2017 年 3 月時点）。 

2002 年に総合科学技術会議に設置された「知的財産戦略専門調査会」は特に科学技術政策

の観点から知的財産戦略を公表し、主に大学等の知的財産環境の整備等について提言してき

た。このような戦略に基づき、大学における知的財産本部の整備を推進する「大学知的財産

本部整備事業」（2003 年～07 年）や、大学等の知的財産の権利化を支援する「技術移転支援

センター事業」等が開始された。これらの取組もあり、2004 年以降、大学における特許出願

件数は急増130した。しかし一方では、大学等の特許利用率の低さ131や大学外部機関である

TLO と大学知的財産本部との連携の必要性などが指摘されている。 

知的財産権の取得だけでなく、国の研究開発の成果を最大限事業化に結び付けるため、経

済産業省の「委託研究開発における知的財産マネジメントに関する運用ガイドライン」（2015

年）等により、国の委託による研究開発プロジェクトごとに適切な知的財産マネジメントを

おこなって、大学における知的財産の活用を促進する、あるいは大学、国立研究開発法人等

が連携する研究計画の作成支援を行ったりするため、知的財産マネジメントの専門家を、大

学や研究開発コンソーシアム等へ派遣している。 

また JST を通じ、優れた研究成果の発掘、特許化の支援から、企業化開発に至るまでの一

貫した取組を進めている132。 

一方で、国内機関と外国機関とのやり取りが増えるにつれ、技術情報流出の防止強化のた

め、大学・公的研究機関等に外国為替及び外国貿易法の遵守徹底など、安全保障貿易管理の

取組を促進した133。 

 

■国際標準化を含めた知的財産戦略の推進 

国際標準化に係る政策については、1995 年に発効した WTO の「TBT 協定（貿易の技術的

障壁に関する協定）」134の導入が大きな影響を及ぼしている。この協定により、国際市場に

製品を出す場合、国際規格（ISO 規格、IEC 規格等）を基礎とすることが義務付けられた。

これを背景として、「第 3 期科学技術基本計画」では、大学等の知的財産体制の整備とともに、

質の高い基本特許取得・特許の活用と標準化への対応が明記された。また、知的財産戦略本

部も「国際標準総合戦略」（2006 年）を策定し、国際標準化への対応の強化を行った。 

さらに、従来は知的財産政策と標準化政策とが別個のものとして捉えられてきたが、近年

では科学技術イノベーション推進の観点からも知的財産戦略と国際標準化を一体的に進める

ことの重要性が認識135されている。このため政府は、研究開発の段階から知的財産や標準化

を視野に入れた活動の強化を図っている。 

2013 年に知的財産戦略本部は「知的財産戦略ビジョン」を発表し、新興国の台頭やビジネ

                                                   
129 Patent Prosecution Highway. 日米間で 2006 年 7 月から試行を開始し、2008 年から本格実施に入った。 
130 科学技術政策研究所「国立大学の特許出願の特徴に関する調査研究」（2010 年 9 月） 
131 知的財産戦略本部「知的財産推進計画 2014」（2014 年 7 月） 
132 JST「知財活用支援事業」では、大学等の研究成果の権利化支援、人的サポート、パッケージ化、企業へのライセンス、産

学マッチング機会の提供及び技術移転人材の育成等を実施している。  
133 2.9 国際活動を参照。 
134 WTO／TBT 協定（貿易の技術的障害に関する協定） 第 2 条 4 項および付属書 3（抜粋）加盟国は、強制/任意規格を必要

とする場合において、関連する国際規格が存在するとき又はその仕上がりが目前であるときは、当該国際規格又はその関連

部分を強制/任意規格の基礎として用いる。（略） 
135 国際標準化戦略を含めた知的財産戦略を、研究開発戦略等と一体的に推進していく必要がある（第 4 期科学技術基本計画本

文）とされている。 
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スのグローバル化等を背景として、4 つの柱（グローバル知財システムの構築、中小・ベン

チャー企業の支援、デジタル・ネットワーク社会への対応、ソフトパワーの強化）を掲げた。  

「標準化官民戦略」（2014 年 5 月）、「日本再興戦略 2016」（2016 年 6 月）では、戦略的な

標準化を推進・加速することが掲げられている。産業技術総合研究所と民間企業とが連携し

て国際標準化活動を推進しているほか、国際標準化活動におけるアジア諸国との連携や、ア

ジア諸国の積極的な参加を促進することを目的とした技術協力を行っている。  

我が国の国際標準化活動は欧米諸国と比較しても遜色ない水準にあるものの、より迅速に

標準化提案できる仕組み作りや、国際的活動ができる知財・標準化人材の育成が課題と認識

されている136。後者については経済産業省が大学・大学院向けの標準化関連カリキュラムの

作成と配布を通じて、各大学・大学院における標準化講座の開講を支援している137。 

 

■「知的財産」の取り扱う範囲の拡大 

企業活動のグローバル化やオープンイノベーションの進展に伴い、研究開発成果の権利化

と秘匿化を適切に使い分ける「オープン・アンド・クローズ戦略」の重要性138が増してきて

いる。また、最近では、旧来の知的財産では捉えきれない事柄も増えてきている。例えば、

ビッグデータ、IoT、AI 等が産業や社会の中で大きな影響力を持つようになり、データ（情

報）や営業秘密等の取扱いも重要となってきたため、「不正競争防止法改正」（営業秘密の保

護強化、2015 年）139、「個人情報保護法改正」（匿名加工情報の新設、2015 年）140、「官民

データ活用推進基本法141」（2016 年）、「次世代医療基盤法」（匿名加工医療情報の新設、2017

年）等の法律が施行された。またこれまでは「種苗法142」で保護されてきた農作物等につい

ても、名称を含めたブランドを守る目的で「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律」

（地理的表示法：GI 法、2016 年）143が成立した。 

  

                                                   
136 経済産業省「大学等における標準化の学習機会拡大について」、知的財産戦略本部検証・評価・企画委員会 知財教育タス

クフォース（第 2 回）（2016 年 3 月 7 日） 
137 31 大学・大学院が開講中（2016 年 4 月 25 日時点） 
138 たとえば、知的財産戦略本部「知的財産政策ビジョン」（2013 年 6 月 7 日）、p.29 
139 2015 年改正では、最近のネットワーク経由での不正増加を背景として、転得者や国外犯への範囲拡大、未遂行為や侵害品

の譲渡・輸出入等の規制を加えた。その後、さらに 2018 年改正では、ID・パスワード等により限定して提供するデータの
不正取得や技術的制限手段を回避するサービスの提供等を不正競争行為に位置付けた。  

140 蓄積された個人情報を「匿名加工情報」に加工することによって、「ビッグデータ」として企業等が利用しやすくした。一
方、情報収集側には「利用目的の明示」、「第三者提供の際の本人同意」など、義務が細かく定められた。  

141 官民データの適正かつ効果的な活用を推進するために、基本計画を策定すること、推進戦略会議を設置すること等を定めた。 
142 農産種苗法（1947 年）、種苗法（1978 年）を経て、現行の種苗法（1998 年）となった。植物の新品種に対する保護を定

めている。登録者はその新品種を育成する権利（育成者権）を占有することができる。  
143 特定の産地と品質等の面で結び付きのある農林水産物・食品等の産品の名称（地理的表示）を知的財産として保護する。運

用は 2017 年 6 月開始。一般に農林水産物のブランド化のためには、品種登録（種苗法）や商標登録（商標法）の他、地理
的表示（GI）、パッケージ等のデザイン（意匠法）、農業生産方法（特許法）など、様々な知的財産権を活用することがで
きる。逆にいえば一つの農林水産物に対して多角的、包括的に権利化しておく必要があることを意味する。  
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（知的財産・標準化） （知的財産・標準化）  

 

＜１左＞ 

WTO/TBT 協定、TRIPS 協定 

WTO/政府調達協定 

日本工業標準調査会（JISC） 
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＜１右＞ 

 

特許流通促進事業（特許流通アドバイザー）  

基準認証研究開発事業  （H21 より国際標準共同研究開発事業） 

国際標準実現型研究開発推進制度  

パソコン電子出願 
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＜２左＞ 

 

知的財産基本法 

知的財産戦略会議 

知的財産戦略大綱 

知的財産戦略専門調査会  

知的財産戦略について   

知的財産戦略本部 

知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画 

知的財産推進計画 

知的財産高等裁判所 

国際標準総合戦略 

国際標準化戦略目標 
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＜２右＞ 

   

大学知的財産アドバイザー派遣事業   

国際技術獲得型研究開発 

大学知的財産本部整備事業 

技術移転支援センター事業 

大学における知的財産管理体制構築マニュアル 

任期付審査官制度   

情報通信分野における戦略的な標準化活動の推進 

インターネットによる出願 

e-seeds.jp （イーシーズ）   

新規分野・産業競争力強化型国際標準提案事業 

社会ニーズ対応型基準創成調査研究事業 
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＜３左＞  

 

知的財産戦略 

偽造品の取引の防止に関する協定  （ACTA)  

知的財産政策ビジョン  

知的財産政策に関する基本方針 

標準化官民戦略 
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＜３右＞ 

 

産学官連携戦略展開事業 

特許審査ハイウェイ 

国際標準提案型研究事業 

国際標準共同研究開発事業 

社会環境整備・産業競争力強化型規格開発事業 

アジア基準認証推進事業 

大学等産学官連携自立化促進プログラム 

リサーチ・アドミニストレーター（URA）を育成・確保するシステムの整備 

知財活用支援事業   

知的財産プロデューサー派遣事業 

戦略的国際標準化加速事業   

戦略的国際連携型研究開発推進事業 

高機能 JIS 等整備事業 
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＜４左＞ 

 

新市場創造型標準化制度 

特定農林水産物等の名称の保護に関する法律  (地理的表示(GI)保護法） 

不正競争防止法 

個人情報保護法 

官民データ活用推進基本法 

次世代医療基盤法 
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省エネルギーに関する国際標準の獲得・普及促進事業委託費（旧：省エネルギー等国際標準

化・普及基盤事業）   

国際出願促進交付金   

中小企業等海外侵害対策支援事業   

中小企業等外国出願支援事業   

戦略的情報通信研究開発推進事業（国際連携型） 

戦略的情報通信研究開発推進事業（国際標準獲得型）   

新エネルギーに関する国際標準の獲得・普及促進事業委託費 

（旧：新エネルギー等国際標準化・普及基盤事業） 

標準化活用支援パートナーシップ制度（旧：新エネルギー等国際標準化・普及基盤事業 

日本発知的財産活用ビジネス化支援事業   

地域中小企業知財支援力強化事業 

IoT 共通基盤技術の確立・実証   

産学連携知的財産アドバイザー派遣事業 

データの利用権限に関する契約ガイドライン 
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